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東日本 大 震 災 津 波 か ら 4 年 が 経過 し た が 、 こ の 間 、 本 格 的 な 復興 に 向け た 基盤 づく り が 
進ん だ 一 方 、 基 大 な 被害 の 爪痕 は 深く 、 い まだ に I 
設 住 宅 で の 不 自 由 な 暮らし を 余儀 な くさ れ て いる 状況 に 

住宅 を 再建 し 住み 慣れ た 地域 で 生活 する こと oo 2 と と も に 。 こ 
の こと は 、 地 域 へ の 定住 を 促し 人 日 流出 を 防ぎ 、 地 域 の 活力 や 地域 コミ ュ ニ ティ の 維持 の 
た め に も 重要 な 意味 を 持つ も の で ある 。 
被災 者 生活 再建 支援 法 で は 、 全 壊 家 屋 の 再建 に 最大 300 万 円 が 支給 され る が 、 東 日 本 大 
岩 災 津波 の 被災 地 で は 、 現 行 制度 だ け で は 不 十分 で あり 、 住 宅 再 建 や 住宅 確保 が 進ん で い 
な いた め 、 自 宅 再 建 が 難し い 高齢 者 や 生活 困 鯖 者 な ど 和 被災 者 個々 の 実情 に 合わ せ た 支 援 策 
が 必要 で ある と と も に 、 全 国 各地 で 顔 発し て いる 局 地 的 な 自然 災害 に よる 被災 者 に 対し て 
も 、 0 

よっ て 、 国 に お いて は 、 東 日 本 大 震 災 津波 に よる 被災 者 の 生活 再建 の 推進 や 局 地 的 な E 
然 災害 に よる 被災 へ の 支援 の 充実 を 図る た め 次 の 措置 を 講ず る よう 強く 要望 する 。 
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1 被災 者 生活 再建 文 援 金 の 最高 額 を 500 万 円 に 引き 上 げ る こと 。 

2 被災 者 生活 再建 支援 法 金 の 支給 に つい て 、 半 壊 を 対象 に 含め る な ど 支 給 対 象 を 拡大 す 
る と と も に 、 局 地 的 な 災害 に も 対応 で きる よう 支給 要件 を 緩和 する こと 。 

3 被災 者 生活 再建 支援 金 の 支給 の 拡充 に あたっ て は 、 国 の 負担 割合 を 引き 上 げ る こと 。 

4 目 宅 再建 の 難し い 和 被災 者 に 対し て 、 災 害 公営 住宅 へ の 入居 に 係る 負担 軽減 等 を 含め た 
居住 確保 の た め の 総 合 的 な 支援 策 を 実情 に 合わ せ て 拡充 する こと 。 



























































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 






































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
久 慈 市 RE 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
WP 国土 交通 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 
内 閣府 特命 担当 大 臣 (防災 )、 復 興 大 臣 
【 件 名 】 被 災 者 生活 再建 支援 制度 の 拡充 を 求め る 意見 書 





進ん だ 一 方 、 
設 住宅 で の 不 自 


の こ 
の た め 


震 災 : 災 津 濾 の 被災 地 で は 
















































































建 











住宅 を 



































東日本 大 震 災 津波 か ら 4 年 が 経過 し た が 、 

甚大 な 被害 の 爪痕 は 深く 、 

な 暮らし を 余儀 な くさ れ て いる 状況 に 

し 住み 慣れ た 地域 で 生活 する こと が oo 

と は 、 地 域 へ の 定住 を 促し 人 口 流出 を 防ぎ 、 地 域 の 活力 や 地域 コミ ュ ニ ティ ー の 維持 
に も 重要 な 意味 を 持つ も の で ある 。 








いま だ に 












































建 支 援 法 で は 、 








被災 者 生活 再 

















な いた め 
が 必要 で ある と と も ( 


も 、 


然 災 害 に 


1 
2 


3 
4 








、 自 宅 再 建 が 難し い 

















全壊 家屋 の 再 
、 現 行 制度 だ け で は 不 十分 で あり 、 
高齢 者 や 生活 

















建 に 












































に 、 全 国 各 地 で 頻発 し て いる 
等 し く 救 助 の 手 を 差し 伸 べ られ る よう な 施策 に する こと が 必要 で ある 。 





局 地 的 な 








最大 300 万 円 が 支給 され る が 、 


住宅 再建 や 住宅 確 





oe 





この 間 、 本 格 的 な 復興 に 向け た 基盤 つく り が 
こ 多く 0 


主 宅 や みな な し 仮 





ュー 


東日本 大 
人 保 が 進ん で い 


























= 然 炎 害 に 


























に お いて は 、 東 日 








よら で 、 馬 





























と と も に 


EJ 
ー ヽ 7 ロフ 

































































トム ツー 


治 法 第 

















上 記 の と お り 、 地 方 上 








本 大 震 災 て くく マツ 津 
に よる 被災 へ の 支援 の 充実 を 図る た め 次 の 措置 を 
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当 市 は 、 全 国 平均 は も と より 、 県 平均 を 上 回 る 急速 な 勢い で 高齢 化 























が 必要 な 方 は 216 人 と な っ て いる 。 


当 市 の 特別 養護 老人 ホー ム の 在宅 入所 待機 者 は 、 平成 26 f 


























この よう な 状況 の 中 、 一 関 地区 広域 行政 組合 が 策定 し た 平成 24 年 度 か ら 26 年 度 ま で 
第 5 期 介護 保険 事業 計画 の 施設 整備 計画 で は 、 計 画 を 達成 しない 状 況 で ある 。 
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さら に 、 平 成 27 年 度 か ら の 第 6 期 介護 保険 事業 計画 に お いて も 、 施 設 等 全体 の 定員 479 
人 の 整備 を 計画 し て いる が 、 各 事業 者 に お いて は 、 介 護 報 酬 の 減額 改定 で 、 そ の 目標 達成 























の 見 通し は 立た な い 。 




















介護 報酬 の 改定 で は 、 平成 27 年 度 か ら の 全体 で は 2. 27% の 引き 下げ が 実施 され 、 と り 
け 、 特 別 養護 考 人 ホー ム は 59% ほ ど 、 老 人 保健 施設 で は 3 9% ほ ど が 引き 下げ られ る 。 










































































確保 に 直ちに 効果 が ある か 見 通し が 立た な い 状況 に ある 。 


















































介護 保険 制度 は 、2000 年 の 開始 時 に は 、 介 護 費 用 が 3 兆 6 千 億 円 か ら 2014 年 度 は 10 
円 超 ま で 膨らん だ 。 し か し 、 こ の よう な 状況 は 制度 開始 時 か ら 想 定 さ れ た こと で あり 、 









































齢 者 や その 家族 が 深刻 な 影響 を 受け か ね な い 。 
従っ て 、 国 に お いて は 、 高 齢 化 社会 が 一 層 進 
護 政 策 を 充実 され る よう 強く 求め る 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 








護 費 用 の 伸び を 抑制 する こと も 必要 だ が 、 そ の 結果 、 経 営 悪化 で 事業 者 が 撤退 し て は 、 








展 する 状況 を 踏ま え 


わ 


また 、 この 介護 報酬 改定 で は 、 介護 職員 処遇 改善 で 月 額 12, 000 円 の 拡充 も 打ち 出さ れ た 
が 、 報 酬 全体 が 削減 と な り 、 経 営 が 不安 定 化 に な る 可能 性 が あり 、 介 護 職員 の 処遇 改善 、 


兆 


介 











意見 書 の 内 容 











【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 3 月 17 日 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内閣 総理 大 臣 、 復興 大 臣 、 総務 大 臣 、 財務 大 臣 、 


厚生 労働 大 臣 、 国 土 交 通 大 臣 
【 件 名 】 被 災 者 生活 再建 支援 制度 の 拡充 を 求め る 意見 書 









































東日本 大 震 炎 か ら 4 年 が 経過 し まし た が 、 多く の 被災 者 が 今 な お 、 応急 仮設 住宅 や みな 








し 仮設 住宅 に 暮らし て いま す 。 一 日 で も 早く 安心 で きる 住ま いや 生活 空間 を 得 て 、 こ の 地 


域 で 暮らす こと が 被災 者 の 最大 の 願い で す 。 























住宅 の 再建 は 、 一 人 ひと り の 被災 者 の 生活 再建 の 要 で ある と と も に 、 地域 全体 の 復興 を 











左右 する 重要 な 課題 で す 。 住宅 再建 へ の 支援 は 、 地域 へ の 定住 を 促し 人 





























流出 を 防ぎ 、 地 


域 の 活力 や コミ ュ ニ ティ を 保つ た め に 、 不可 欠 な 公共 性 の ある 施策 で す 。 宅地 整備 や 災害 
公営 住宅 建築 も 進み 、 や っ と 仮設 住宅 か ら の 移転 が 本 格 的 に 始ま る これ か ら の 施策 の 充実 














が 、 特 に も 重要 で す 。 









































被災 者 生活 再建 支援 法 は 、2 度 の 改正 を 経て 全壊 家屋 の 再建 に 
ます が 、 東 日 本 大 震 災 の 被災 地 で は 、 現行 制度 だ け で は 不 十分 で あり 、 住宅 再建 や 住宅 確 
し い 人 も お り 、 東 日 本 大 



































保 が 進み ませ ん 。 加え て 、 高齢 者 や 生活 困 処 者 な ど 自 宅 再建 が 難 
震 災 の 実情 に あわ せ た 支 援 策 が 必要 で す 。 































































































区 大 300 万 円 が 支給 され 
































また 、 昨今 で は 全国 各地 で ゲリラ 豪雨 や 竜巻 な ど 局 地 的 な 災害 も 顔 発 し て いま す が 、 こ 





う し た 自然 災害 に 対し て 、 国 民 が 等 し く 救 助 の 手 を 差し 伸 べ られ る よう な 施策 に する こと 








も 求め られ ます 。 

















つき まし て は 、 一 日 も 早い 復興 と 被災 者 の 願い を か な える た め に 、 下 記 の 項目 に つい て 

















強く 求め ます 。 





記 


1 被災 者 生活 再建 支援 金 の 最高 額 を 、500 万 円 に 引き 上 げ る こと 。 





























2 被災 者 生活 再建 支援 法 に 基づく 支援 金 の 支給 に つい て 、 半 壊 を 対象 に 含め る な ど 支 給 

















対象 を 拡大 する と と も に 、 局 地 的 な 災害 に も 対応 で きる よ 2 支給 











要件 を 緩和 する こと 。 


3 当該 支援 金 の 支給 の 拡充 に あたっ て は 、 国 の 負担 割合 を 引き上げ る こと 。 
4 自宅 再建 の 難し い 被 災 者 に 対 し て 、 災 害 公 営 住宅 へ の 入居 に 係る 負担 軽減 等 を 含め た 

























































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 し 











ます 。 





Qc 








総合 的 な 居住 確保 の た め の 支 援 策 を 実情 に あわ せ て 拡充 させ る こと 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 3 月 17 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 復 興 大 臣 、 総 務 大 臣 、 
財務 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 、 国 土 交 通 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 

【 件 名 】 復興 関連 予算 の 継続 と 災害 復旧 事業 期間 の 延長 を 求め る 意見 書 






































陸 沿 岸 地域 一 帯 は 、 東 日 本 大 震 災 に よる 大 津波 に より 、 住 民 の 生活 を は じ め 、 産 業 、 
。 * あ ら ゆ る 分 野 を 支え る 社会 資本 が 壊滅 的 な 打撃 を 受け 、 現在 、 本 格 的 な 復興 
に 向け 、 各 種 事業 を 推進 し て いる と ころ で す 。 
陸前 高田 市 に お いて も 、 平 成 23 年 12 月 に 計画 期間 を 平成 30 年 度 ま で と する 震 災 復興 
計画 を 策定 し 、 市 民 一 丸 と な っ て 復旧 ・ 復 興 に 向け た 取組 み を 進め て いる と ころ で あり ま 
彼 災 規模 が 碁 大 で ある こと 、 また 、 資材 不足 や 人 材 不 足 等 に 伴う 建設 工事 の 遅れ な 
ど に より 、 復 興 事 業 の 推進 は 、 こ れ か ら が 本 格 化す る こと に な り ま す 。 
民 に お いて は 、 こ れ ま で 集中 復興 期間 を 平成 27 年 度 ま で と し て 復興 事業 を 推進 し て き 
NT ERNRINNSISN 2 「 地 方 自治 体 の 負担 の 在り 
方 を 含め 次 の 5 年 の 新た な 枠組 み を 策定 する 。」 等 、 被 災 地 支援 を 見 直す 考え が 示さ れ て 
いる と こ DP の の RIP こ お い て は 、 平成 2 7 年 度 ま で に す 
べ て の 事業 を 完了 させ る こと は 非常 に 困難 な 状況 で あり ます 。 

つき まし て は 、 国 に お か れ ま し て は 、 平 成 28 年 度 以降 も 復興 交付 金 制度 の 継続 と 災害 
復旧 事業 期間 の 延長 と と も に 、 こ れ ら 復興 予算 に 対す る 岩 炎 復興 特別 交付 税 に よる 取崩し 
型 復 興 基金 の 追加 的 な 財政 支援 措置 に つき まし て も 、 復 旧 ・ 復 興 が 完了 する まで 、 こ れ 
で 同様 に 継続 され ます よう 強く 求め ます 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 し ます 。 
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釜石 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 3 月 20 日 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 


【 件 名 】 米価 下落 等 へ の 対応 を 求め る 意見 書 














当 市 の 営農 振興 は 、 米 政策 等 の 見 直し に 対応 し 、 生 産 数 





量 目標 に 即 し た 4 















































活用 に よる 水田 活用 米穀 の 取り 組み を 推進 する 等 、 米 の 需給 調整 に 積極 的 に 











す 。 


し か し な が ら 、26 年 産 米 の 価格 下落 と 米 の 直接 支払 交付 金 の 減額 に よ 
こう し た 深 1 











すめ て きた 大 規模 な 担い 手 ほ ど 被 る 影響 は 大 きく 、 


作 農家 の 経営 に 甚大 な 影響 を 及ぼ す だ け で な く 、「 新 た な 農業 ・ 農 村 政 策 」 


影響 を 及ぼ す も の と 考え られ て お り ま す 。 
農業 者 が 営農 意欲 を 失う こと な く 、 持 続 的 に 農業 に 























た め に は 、 政府 主導 に よる 米 の 需給 及び 価格 の 安定 対策 が 必要 で あり 、 











的 な 稲作 経営 を 展望 で きる よう 、 次 の 措置 を 講じ る よう 強く 要望 し ます 。 




















ul 
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米 過 剰 在庫 緊急 対策 を 実施 する こと 。 
i SI 












































ww いい ビ 




















飼料 用 米 の 生産 拡大 に 向け た 環境 整備 と 長期 的 
支援 の 確保 を する こと 。 






























































・ 継 続 


5 将来 展望 の 描け る 総合 的 な 水田 農業 政策 を 確立 する こ 




















以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提 




















特例 措置 を 含め た ナラ シ 対 策 等 の 適切 な 運用 を する こと 。 


的 な 











取り 組む こと が で きる 環境 を 整備 する 
将来 に わた っ て 安 周 


産 や 、 水 田 フ ル 
取り 組ん で い 吾 


、 農 地 の 集 積 を す 
、 本 市 の 農業 ・ 稲 
の 取り 組み に 


も 











意見 書 の 内 容 











a 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 
i 担当 大 臣 (経済 財政 政策 ) 、 農 林 水 産 大 臣 

【 件 名 】T PP 交渉 に 関す る 意見 書 





人 めざし た TTPP 交渉 は 、 日 米 間 は も と より 、 交 渉 参加 国 の 深刻 な 利害 対 
か ら 、 合 聞 を 所 全 せ ぎる を 神 ま せん で し た 。 エ ヤヤ は 謀 林 泊 楽 へ の 葉 大 な ジ 響 の みな ら 
ず 食 品 の 安全 、 医 療 制度 、 保 険 な ど 、 国 民生 活 に 広く 影響 を 及ぼ し 、I SD 条項 に よっ て 
私 家 主 権 が 人 温か され る な ど 、T PP に 対す る 国民 の 懸念 が 広がっ て いる も と で 、 合 意 を 了 断 
汰 た こと は 当然 で し じ し た 。 

し か し 、 春 の 段階 で の TP P 合 意 を めざす オバ マ 政 権 は 、 年 明け か ら 日 米 事務 レベ ル 協 
議 を 再開 し 、 安 倍 内 閣 も 日 米 が 連携 し て 交渉 を 促進 する 立場 を 繰り 返し 表明 する な ど 、 依 
然 と し て 緊迫 し た 状況 に あり ます 。 

政府 は この 間 、 交 渉 に あたっ て は 農産 品 5 品目 の 関税 撤廃 が 除外 で き な い 場合 は 交渉 か 
ai ON 等 を 明記 し た 衆参 両院 の 農林 水産 委員 会 決議 を 遵守 する こと を 約束 し 、 与 
党 も 一 連 の 選挙 公約 で 繰り 返し 同様 の こと を 国民 に 約束 し て きま し た 。 

し か し 、 現 実に は 、 日 本 政府 が 国益 を 明け 渡す 譲歩 を 繰り 返し て いる の に 対し 、 ア メリ 
カ は ひと つ 譲 れ ば ふた つよ こせ 、 ふ た つ 譲 れ ば 全部 よこ せ と ば か り に 、 全 面 譲歩 を 要求 し 
て いま す 。 こ うし た 交渉 を 続け れ ば 日 本 が さら に 譲歩 し 、 国 益 を 全面 的 に 投げ 捨て る こと 
に つなが りか ね ませ ん 。 も は や 国益 を 守る た め に は 交渉 か ら 撤 退 す る 以外 に あり ませ ん 。 

以上 の こと か ら TPP 交 渉 に 関す る 国会 決議 を 遵守 し 、 守 れ な い 場 合 は 、 交 渉 か ら 撤 退 
する よう 地方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 2 
【 提 
【 件 名 】「 手 話 


手話 と は 、 日 








本 語 を 


文法 体系 を も つ 言 語 で る 。 
こ 、 大 切な 情報 獲得 





様 ( 





し か し な が ら 、 ろ 5 
長い 歴史 が あっ た 。 

2006 (平成 18) 
こと が 明記 され て いる 。 





た 








障害 者 権利 条約 の 批准 に 





に 成立 し た 「 改 本 





E 障 害 


12 月 に 採択 され た 国 


目 0 


7 年 3 月 18 日 


出 先 】 内 閣 総理 大 臣 
言語 法 」 制 定 を 求め る 意見 書 


応 で 
戸 




















で は な く 手 や 指 、 
手話 を 使 











うろ う 者 ( 
と コミ ュ ニ ケー ショ 
学校 で は 








連 の 障 























害 者 権利 条約 に は 


体 な どの 動き や 顔 の 表情 を 使う 独自 
こと っ て 、 聞 こえ る 人 た ちの 
ン の 手段 と し て 大 切 に 
手話 は 禁止 され 、 社 会 で は 手話 を 使う こと で 差別 され て き 














て 日 本 政府 は 
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」 で は 「 全 


























その 他 の 





意思 疎通 の た 
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が 音声 


け 、 








同 法 第 22 条 で は 国 ・ 
と 対等 な 
手話 で 学べ 、 自 
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所 ロロ 





る 環境 整 
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地方 公共 団体 ( 





き 五 


に の 整備 を 進め 、2011 3 
て 障害 者 は 、 可 能 な 限り 、 
め の 手 段 に つい て の 選択 の 機会 が 確保 され る 」 と 定め られ た 。 


こ 守 られ て きた 。 
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人 二 放 
a ロロ 


の 語 奄 や 
声 言 語 と 同 
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話 は 言語 」 で ある 





F 成 23) 年 8 月 
(手話 を 含む 。) 














に 対 し て 情報 保障 施策 を 義務 づけ て お り 、 
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等 な 言語 で ある こと を 広く 攻 
、 自 











え 、 中 























と 国会 が 下記 事項 を 8 


に は 手話 を 言語 と し て 普及 、 
こ 向 けた 法 整 備 を 国 と し て 実現 する こと が 必要 で ある と 考え る 。 
よっ て 二戸 市 議会 は 、 政 府 





田 











Du 
| W | 
























































に 手 

















ずる よう 強く 求め る も の で ある 。 


民 に 広め 、 き こ 
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的 と し た 「 手 
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99 条 の 規 








に より 、 本 意見 書 


話 を 言語 と し て 











及 、 
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言語 法 (仮称 )」 を 制定 する こと 。 
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を 提出 する 。 





ゴ 日 


えな い 子 ども が 手話 を 身 に つ 
究 す る こと の で き 


えな い 子 ども が 手話 を 
究 す る こと 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 3 月 20 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 


【 件 名 】「 手 話 言語 法 (仮称 )」 制 定 を 求め る 意見 書 


手話 と は 
文法 体系 を 持つ 言語 で す 。 























上 本 語 を 音声 で は 
































に 、 大 切な 情報 獲得 と コミ ュ ニ ケー ショ 
な が ら 、 ろ う 学 校 で は 手話 は 禁止 され 、 梓 























史 が あり ます 。 














記さ れ て いま す 。 
障害 者 権利 条約 の 批准 に 








me 
他 の 意思 疎通 の た め の 手 段 ( ep JP \ て の 選 





























平成 18 年 12 月 に 採択 され た 国連 














A 
害 者 は 、 I 
PR 人 MAWA と を 







































































また 、 同 法 第 22 条 で は 国 ・ 
早い 法 整 備 を 国 と し て 実現 する こ と が 必 
よっ て 本 議会 は 、 政 府 と 国会 が 下記 事 


























Cu 


中 








手話 が 音声 言語 と 対等 で や る こと を 広く 芋 
け 、 手 話 で 学べ 、 自 由 に 手話 が 使え 

















きる 環境 整備 を 目的 と し た 「 手 語 











以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 





























旧 、 体 な どの 動き や 顔 の 表情 を 使う 独自 の 
更 う ろう 者 に と っ て 、 聞 こえ る 人 た ちの 
ン の 手 








害 者 権利 条約 に 


























に 対し て 情報 保障 施策 を 義務 づけ て お り 、 
要 で ある と 考え ます 。 
『 項 を 講ず る よう 強く 求め 3 











に は 手話 を 言語 と し て 1 
仮称 )」 を 制定 する こと 。 

















FE 段 と し て 大 切 に 守ら れ て きま 
仕 会 で は 手話 を 使う こと で 差別 され て きた 長い 歴 





語 臣 や 
語 と 同様 
し か し 


言語 」 で ある こと が 明 



































| に 成立 
手話 を 含む 。) その 


一 刻 


民 に 広め 、 き こえ な い 子 ども が 手話 を 身 に つ 
= 及 、 研 究 す る こと が で 
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意見 書 の 内 容 








替 石 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 3 月 20 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
文部 科学 大 臣 、 総 務 大 臣 、 岩 手 県 知事 

【 件 名 】 安全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 実 現 の た め の 夜 勤 改 善 ・ 大 幅 増員 を 求め る 意見 書 























東日本 大 震 災 で は 、「 医 療 崩壊 」「 介 護 崩 壊 」 の 実情 が 改め て 明らか に な り 、 そ の 中 で 医 
師 、 看 護 師 、 介 護 職員 な ど 医 療 ・ 福 祉 労働 者 の 人 手 不足 も 浮き 彫り に な り ま し た 。 

厚生 労働 省 が 2011 年 6 月 17 日 に 発し た 「 看 護 師 等 の 『 雇 用 の 質 』 の 向上 の た め の 取 り 
組み に つい て の 通知 (5 局長 通知 )」 で は 、「 看 護 師 等 の 勤務 環境 の 改善 な くし て 、 持 続 可 
能 な 医療 提供 体制 や 医療 安全 の 確保 は 望め な い 。 夜勤 ・ 交 次 制 労働 者 等 の 勤務 環境 改善 は 、 
喫 監 の 課題 」 と し て いま す 。 安 全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 の た め に も 、 看 護 師 な ど 夜 勤 ・ 交 状 
制 労 働 者 の 増員 と 、 労 働 環境 の 改善 の た め に 、 法 規制 が 必要 で す 。 
岩 災 か ら の 復興 、 地域 医 療 再 生 の た め に も 、 医療 ・ 社 会 保障 予算 を 先進 国 並み に 増やし 、 
型 民 の 負担 を 減ら すこ と が 求め られ て いま す 。 

護 師 ・ 介 護 職 員 等 の 増員 を 実現 し 、 安 全 で ゆき と どい た 医療 ・ 看 護 ・ 介 護 の 拡 
充 を 図る た め の 対 策 を 講じ られ る よう 、 下 記 の 事項 に つい て 要望 し ます 。 















































































































































































































































































































































舌 師 ・ 
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記 














1. 看護 師 な ど 人 夜勤 交替 制 労働 者 の 労働 時 間 を 、1 日 8 時 間 、 週 32 時 間 、 勤 務 間 隔 12 
時 間 以 上 と し 、 労 働 環境 を 改善 する こと 。 










































































2. 医師 ・ 看 護 師 ・ 介 護 職員 等 を 、 大 幅 に 増やす こと 。 








































































































3. 国民 (患者 ・ 利 用 者 ) の 自己 負担 を 減ら し 、 安全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 を 実現 する こと 。 


















































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 


























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








二 石 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 3 月 20 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 
厚生 労働 大 臣 

【 件 名 】「 手 話 言 語法 」 制 定 を 求め る 意見 書 


























手話 と は 、 日 本 語 を 音声 で は な く 手 や 指 、 体 な どの 動き や 顔 の 表情 を 使う 独自 の 

語 某 や 文法 体系 を 持つ 言語 で あり ます 。 手 話 を 使う ろう 者 に と っ て 、 聞 こえ る 人 た ちの 
音声 言語 と 同様 に 、 大 切な 情報 獲得 と コミ ュ ニ ケー ショ ン の 手段 と し て 大 切 に 守ら れ て き 
まし た 。 
し か し な が ら 、 ろ う 学 校 で は 手話 は 禁止 され 、 社 会 で は 手話 を 使う こと で 差別 され て き 
た 長い 歴史 が あり ます 。 
平成 18 年 12 月 に 採択 され た 国連 の 障害 者 権利 条約 に は 、「 手 話 は 言語 」 で ある こと が 明 
記さ れ て いま す 。 

障害 者 権利 条約 の 批 誰 に 向け て 日 本 政府 で は 国内 法 の 整備 を 進め 、 平 成 23 年 8 月 に 成立 
し た 「 改 正 障 害 者 基本 法 」 で は 「 す べ て の 障害 者 は 、 可 能 な 限り 、 言 語 (手話 を 含む ) そ 
の 他 の 意思 疎通 の た め の 手 段 に つい て の 選択 の 機会 が 確保 され る 」 と 定め られ まし た 。 
また 、 同 法 第 22 条 で は 国 ・ 地 方 公共 団体 に 対し て 情報 保障 施策 を 義務 づけ て お り 、 手 語 
が 音声 言語 と 対等 な 言語 で ある こと を 広く 国民 に 広め 、 き こえ な い 子 ども が 手話 を 身 に つ 
け 、 手 話 で 学べ 、 自 由 に 手話 が 使え 、 更 に は 手話 を 言語 と し て 普及 、 研 究 す る こと の で き 
る 環境 整備 に 向け た 法 整 備 を 国 と し て 実現 する こと が 必要 で ある と 考え ます 。 
よっ て 下記 事項 に つい て 早期 に 実現 する よう 強く 求め る も の で あり ます 。 





























































































































































































































































































































記 

















1. 手話 が 音声 言語 と 対等 で や る こと を 広く 国民 に 広め 、 き こえ な い 子 ども が 手話 
を 身 に つけ 、 手 話 で 学べ 、 自 由 に 手話 が 使え 、 更 に は 手話 を 言語 と し て 普及 、f 
究 す る こと が で きる 環境 整備 を 目的 と し た 「 手 話 言語 法 (仮称 ) 」 を 制定 する こと 。 














































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 
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意見 書 の 内 容 








葛巻 町 


様 に 、 大 切な 情報 獲得 と コミ ュ ニ ケー ショ ン の 手段 と し て 大 切 に 
手話 は 禁止 され 、 社 会 で は 手話 を 使う こと で 差別 され て き 





【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 3 月 16 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 
【 件 名 】「 手 話 言語 法 」 制 定 を 求め る 意見 書 


手話 と は 、 日 本 語 を 音声 で は な く 手 や 指 、 
































厚生 労働 大 臣 、 衆 議院 議 


体 な どの 動き や 顔 の 表情 を 使う 独自 の 


ミ 開 
長 、 グ 参議 院 我 


語 腎 や 





文法 体系 を も つ 言 語 で ある 。 手話 を 使う ろう 者 に と っ て 、 聞 こえ る 人 た ちの 音声 言語 と 同 


























し か し な が ら 、 ろ う 学 校 で は 
た 長い 歴史 が あっ た 。 

2006 (平成 18) 年 12 月 に 採択 され た 国連 の 障害 
る こと が 明記 され て いる 。 

障害 者 権利 条約 の 批 誰 に 向け て 
に 成立 し た 「 改 正 障 害 者 基本 法 」 で は 「 全 て 障害 者 は 
その 他 の 意 
また 、 同 法 第 22 条 で は 国 ・ 地 方 公共 団体 











者 権利 条約 に 














































































































こ 守 られ て きた 。 


手話 は 言語 」 で あ 


日 本 政府 は 国内 法 の 整備 を 進め 、2011 (平成 23) 年 8 月 
可能 な 限り 、 言 』 
思 疎 通 の た め の 手 段 に つい て の 選択 の 機会 が 確保 され る 」 と 定め られ た 。 

に 対し て 情報 保障 施策 を 義務 づけ て お り 、 手 





(手話 を 含む ) 








が 音声 言語 と 対等 な 言語 で ある こと を 広く 国民 に 広め 、 き こえ な い 子 ども が 手話 を 身 に つ 
け 、 手 話 で 学べ 、 自 由 に 手話 が 使え 、 さ ら に は 手話 を 言語 と し て 普及 、 研 究 す る こと の で 


















































きる 環境 整備 に 向け 
よっ て 、 政 府 と 国会 が 下 
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手話 が 音声 言語 と 対等 な 言語 で 
王 た に 
す ゴ 
















































































身 に つけ 、 手 話 で 学べ 、 自 由 に 手話 が 使え 、 さ ら に は 手話 を 言語 
と の で きる 陣 境 整備 を PN 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 






































「 た 法 整 備 を 国 と し て 実現 する こと が 必要 で ある と 考え る 。 
記事 項 を 講ず る よう 強く 求め る も の で ある 。 





で ある こと を 広く 国民 に 広め 、 き こえ な い 子 ども が 手話 を 











と し て 普及 、 研 究 す る こ 











































































































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
矢 巾 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 3 月 20 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 厚 生 労 働 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 
【 件 名 】「 手 話 言語 法 」 制定 を 求め る 意見 書 
手話 と は 、 日 本 語 を 音声 で は な く 手 や 指 、 体 な どの 動き や 顔 の 表情 を 使う 独自 の 語 腎 や 
文法 体系 を も つ 言 語 で あり ます 。 手話 を 使う ろう 者 に と っ て 、 聞 こえ る 人 た ちの 音声 言語 
と 同様 に 、 大 切な 情報 獲得 と コミ ュ ニ ケー ショ ン の 手段 と し て 大 切 に 守ら れ て きま し た 。 








し か し な が ら 、 ろ う 学 校 で は 手話 は 禁止 され 、 社 会 で は 手話 を 使 











長い 歴史 が あり ます 。 

















記さ れ て いま す 。 





障害 者 権利 条約 の 批准 に 向 








平成 18 年 12 月 に 採択 され た 国 








し た 「 改 正 障害 者 基本 法 」 で は 「 全 

















他 の 意思 疎通 の た め の 手 段 に つい て の 選択 の 機 
SR 











表記 














け 、 手話 で 学べ 、 自由 に 手話 が 使 






































a 政府 と 国会 











け 、 手 話 で 学べ 、 自 






































る 環境 整備 を 

















以上 、 地 方 E 








治 法 第 99 条 の 














連 の 障害 





全て の 障害 者 は 、 可 # 


え 、 


者 権利 条 

















還 体 に 
































約 に 


て 日 本 政府 で は 国内 法 の 整備 を 








は 、「 手 話 は 言語 



































更に は 手 














手話 が 音声 言語 と 対等 で ある こと を 広く 国民 
E 話 が が 使え 


(に ヨ 


的 と し た 「 手 話 


規定 に 





下記 
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合 f 











に 
更に は 手話 





基づき 意見 書 を 提出 


と ご ニコ 


ロロ 














E な 限り 、 


と し て 普及 、 ゃ も 
法 (仮称 )」 を 制定 する こと 。 


















































ます 。 


Qc 


」 で ある こと 


進め 、 平 成 23 年 8 月 に 
FE 話 を 含む 。) 
会 が 確保 され る 」 と 定め られ まし た 。 
こ 対 し て 情報 保障 施策 を 義務 づけ て お り 、 手 話 
な 言語 で ある こと を 広く 国民 に 広め 、 聞 こえ な い 子 ども が 手話 を 身 に つ 
話 を 言語 と し て 普及 、 も 
に 向 ot し て 実現 する こと が 必要 で ある と 考え ます 。 

ほ 項 を 講ず る よう 強く 求め る も の で あり ます 。 

















うこ と で 差別 され て きた 


が 明 


成立 
その 


究 す る こと の で き 


広め 、 き こえ な い 子 ども が 手話 を 身 に つ 
究 す る こと が で き 
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西 和 賀 町 





【 議 決 年 月 日 】: 
【 提 出 先 】 衆 議 
【 件 














0 19 日 


i 5 定 す る 集団 的 自衛 権 行使 を 容認 する 閣議 決定 を 撤回 し 、 それ 
に 伴う 立法 や 政策 を 行わ な いよ う 求 め る 意見 書 


完 議 長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 防 衛 大 臣 、 内 閣法 制 局 長官 


長 、 














は 我が国 を 防衛 す 


























る た め に 必要 最小 
し か し 











れ て き て お り 、 
の で ある 。 








我が国 の 歴代 政権 は 、 和 憲法 9 条 に お いて 許容 され て いる 自衛 権 の 行使 


、 現 在 の 安倍 政権 に お いて は 「 与 党 と 議論 し 、 政 府 と し て 責任 を 持っ て 開 議 : 
を 行い 、 そ の 上 で 国会 で 議論 いた だ きた い 」 と 述べ 、 国 
審議 を 経 ず 、 内 閣 の 一 存 で 集団 的 自衛 権 を 行使 する 旨 の 考え を 示し た 。 


この よう に 一 内 閣 の 考え だ 
は 言い 難く 、 と り わ け 集 団 的 自衛 権 を 巡る 議論 は 、 こ れ 


し た が っ て 、 政 府 は 一 内 閣 の 考え だ け を も っ て 集団 的 自衛 権 の 行使 を 容認 する こと で は 
な く 、 こ れ ま で の 見 解 を 堅持 し 、 集 団 的 自衛 権 の 行使 を 容認 する 闘 議決 定 を 撤回 し 、 行 使 


可能 と する 立法 や 政策 を 行わ な いよ う 強 く 要 望 す る 。 


治 法 第 99 条 の 規定 に より 提出 する 。 








限 の 範囲 の も の に 留め る べき と の 考え を 踏襲 し て きた 。 


























型 民 の 代表 に よっ て 構成 され る 国会 













































































ナ で 憲法 の 解釈 を 変更 する こと は 、 国 民 の 理解 が 得 ら れる と 
まで の 国会 に お いて も 積み 重ね ら 

















で ハ 



































この 意見 を 無視 し て 強引 に 解釈 を 変え る こと は 国会 答弁 を 形骸 化 さ せる も 

























































































以上 、 地 方 





























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








平 泉 町 ee 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 法 務 大 臣 、 内 閣 官房 長官 
【 件 a 






























































還 は 、 立 憲 主 義 を 否定 する 集団 的 自衛 権 の 行使 を 認め ず に 、 憲 法 を 守り 、 生 か す よ う 強 
く 要 望 する 。 
































政府 は 、 こ れ ま で 歴代 政権 が 憲法 上 で き な い も の と し て きた 集団 的 自衛 権 の 行使 を 可能 
i ON 0 
あり 国権 の 最高 機関 で ある 国会 行わ ず に 、 与 党 内 で 調整 を し た の み で 行わ れ た 

























































































日 本 国 憲 法 は 、 過 去 の 悲惨 な 戦争 と 専制 政治 を 反省 し 、 人 々 の 平和 と 民主 主義 の 渦 望 の 
中 か ら 生 まれ 、 国 民主 権 主義 、 人 権 尊重 主義 、 平 和 主 義 を 基本 原理 と し 、 権 力 保持 者 の 交 
意 に よる こと な く 、 法 に 従っ て 権力 が 行使 され る べき で ある と いう 政治 原則 (立憲 主義 ) 
を 規定 し て いる 。 そ れ を 時 々 の 政府 の 都合 で 解釈 を 変え られ る よう に な れ ば 、 憲 法 は 憲法 
で な く な り 、 こ れ ま で の 国 の か た ち を 大 きく 変え る だ け で な く 、 民 主 主義 を 大 本 か ら 破 壊 
する こと に つなが る も の と 言え る 。 
よっ て 、 国 に お いて は 、 戦争 の な い 平 和 な 日 本 、 平和 な アジ ア と 世界 を 目指 す 立場 か ら 

上 穴 法 下 に お いて 集団 的 自衛 権 の 行使 を 可能 と する 全て の 立法 や 政策 を 行わ な いよ う 強 く 
要望 する 。 
























































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 





住 田 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 3 月 17 日 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 
【 件 名 】「 手 話 言語 法 」 の 早期 制定 を 求め る 意見 書 


























手話 は 、 日 本 語 を 音声 で は な く 手 や 指 、 体 な どの 動き や 顔 の 表情 を 使う 独自 の 語 臣 や 文 
法 体系 を 持つ 言語 で ある 。 手 話 を 使う ろう 者 に と っ て 、 手 話 は 聞こ える 人 た ちの 音声 言語 
と 同様 に 、 大 切な 情報 獲得 と コミ ュ ニ ケー ショ ン の 手段 と し て 大 切 に 守ら れ て きた 。 し か 
し 、 こ れ ま で 長い 間 、 手 話 は 言語 と し て 法律 上 認め られ て こ な か っ た 。 

その 後 、 平 成 18 (2006) 年 12 月 に 採択 され た 国連 の 障害 者 権利 条約 に 、「 手 話 は 言語 
で ある こと が 明記 され 、 日 本 で は 、 平 成 23 (2011) 年 8 月 に 制定 され た 「 障 害 者 基本 法 」 
に 「 全 て 障害 者 は 、 可 能 な 限り 、 言 語 (手話 を 含む 。) その 他 の 意思 疎通 の た め の 手 段 に つ 
いて の 選択 の 機会 が 確保 され る 」 と 明記 され た 。 

この 障害 者 基本 法 の 第 22 条 で は 、 国 ・ 地 方 公共 団体 に 対し 、 情報 保障 施策 を 義務 付け て 
いる こと か ら 、 手 話 が 音声 言語 と 対等 な 言語 で ある こと を 広く 国民 に 知ら し め る こと は も 
と より 、 聞 こえ な い 子 ども が 手話 を 身 に 付け 、 手 話 で 学べ 、 自 由 に 手話 が 使え る た め の 機 
会 が 平等 に 確保 され 、 更 に は 手話 を 言語 と し て 普及 、 研 究 す る こと の で きる 環境 整備 に 向 
けた 法 整 備 を 国 と し て 実現 する こと が 必要 で ある と 考え る 。 


よっ て 、 下 記事 項 に つい て 早期 に 実現 する よう 強く 要望 する 。 



























































































































































































































































































































































手話 が 音声 言語 と 対等 な 言語 で ある こと を 国民 に 広め 、 聞 こえ な い 子 ども が 手話 を 身 に 
つけ 、 手 話 で 学べ 、 自 由 に 手話 が 使え る た め の 機 会 が 平等 に 確保 され 、 更 に は 手話 を 言語 


と し て 普及 、 研 究 す る こと の で きる 環境 整備 を 目的 と し た 「 手 話 言語 法 ( 仮 称 )」 を 制定 す 
る と こざ 。 

























































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 3 月 17 日 


【 提 
【 件 





政府 は 、 平 





ご し て いる 。 
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ご ヴ 





























成 26 年 6 月 に 、 








改定 プラ ン で は 、 農業 の 成 








立 農協 の 機能 強化 、 独 自 


また 、 連合 会 、 


己 改革 の 実行 を 強 
改革 プラ ン に よる 香 
る 農業 者 の 営農 、4 
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「 農 林 水 産業 ・ 地 域 の や” 
の 産業 と し て の 競争 力 を 強化 する た め 、 
































E 活 支援 の 資金 ョ 


田 
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機能 低下 、 正 * 


また 、 連 合 会 











Pi 
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政府 は 、 自 


り ま と めい か ん で は 、 





よっ て 、 農 業 ・ 農 協 改 革 に 














組合 中 
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、 中 央 会 制度 に つい て は 、 代 表 、 
機能 発揮 へ の 影響 が 懸念 され る 。 
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の 株 式 会 社 化 は 、 利 益 最 優 2 





E の 事業 
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出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
名 】 農業 ・ 農 協 改 革 に 関す る 意見 書 


5 力 創 造 プ ラン 」 を 改定 し 、 農 林 水 産業 




















民 産 業 化 に 向け て 、 農協 制度 に 





農山 漁村 の 有する 潜在 力 を 発揮 する 施策 を 進め る 





ーー 











関す る 見 











の 発揮 が 必要 と され て いる 。 
央 会 は 、 単位 農協 の 補完 機能 と いう 観点 か ら 制 度 を 見 
く 要 請 し て いる 。 





され る 。 





し 事項 が 整理 され 、 














四 . 




















直す と する な ど 、 




















位 農協 の 組合 員 、 地 域 社 会 へ の 影響 と し て は 、 総 合 事 業 の 分 断 に よ 
達 に 対す る 影響 や 地域 に お ける ライ フラ イン と し て の 
の 意向 に 反 し た 運営 な ど が 懸念 














展開 、 不 採算 事業 か ら の 撤退 な どの 影 





放 選 





= 
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調整 機能 や 農政 の 捧 














E 進 、 単 位 農協 の 経営 指導 等 の 




















己 改革 を 基本 と し つつ も 、 所 要 の 法 整 備 を 行う と し て お り 、 今 後 の 政 府 の 取 
前 述 し た 懸念 が 現実 化す る お それ が あり 、 地 域 に お ける 農業 振興 、 
地域 社会 へ の 混乱 が 危 企 され る と ころ で ある 。 























つい て 、 下 記 の 事項 を 強く 求め る 。 













































































記 
1 食料 自給 率 の 向上 を 目指 すこ と 。 
2 協同 組合 の 自主 性 を 守り 、 農 協 の 株 式 会 社 等 へ の 組織 改編 、 独 占 禁止 法 の 適用 除外 を 
含め 、 強 制 的 に 法律 を 押し 付け な いこ と 。 
3 「 農 協 改 革 」 は 、 地 域 経済 や イン フラ を 破壊 し 、 農 協 労 働 者 は じ め 地 域 雇用 を 奪う も 
の で あり 、 中 止 す る こと 。 
4 農業 委員 会 の 公選 制 を 維持 し 、 農 業 委員 会 の 機能 を 充実 する こと 。 








5 所 有 方 式 に よる 企業 の 農業 参入 な ど 、 農 地 制 度 の 改 
6 農業 ・ 農 協 改 革 の 実施 は 、 農 家 、 組 合 員 、 組 織 の 総意 ( 


ip 


以上 、 地 方 用 























治 法 第 99 条 の 規定 ( 






































E は 見 直す こと 。 
こ 基 づく 自己 改革 を 尊重 する こ 























、 意 見 書 を 提出 する 。 
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意見 書 の 内 容 








山 田 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 3 月 13 日 


【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 総 務 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 


文部 科学 大 臣 
【 件 名 】 手話 言語 法制 定 を 求め る 意見 書 














手話 と は 、 日 本 語 を 音声 で は な く 手 や 指 、 体 な どの 動き や 顔 の 表情 を 使う 独自 の 語 























文法 体系 を 持つ 言語 で ある 。 手話 を 使う ろう 者 に と っ て 、 聞 こえ る 人 た ちの 
様 に 、 大 切な 情報 獲得 上 と コ ミュニケーション の 手段 と し て 大 切 に 守ら れ て き 








が あっ た 。 





























た 。 し か し な 
が ら 、 ろ う 学 校 で は 手話 は 禁止 され 、 社 会 で は 手話 を 使う こと で 差別 され て きた 長い 歴史 


平成 18 年 12 月 に 採択 され た 国連 の 障害 者 権利 条約 に は 、「 手 話 は 言語 」 で ある こと が 明 
記さ れ て いる 。 日 本 政府 は 障害 者 権利 条約 の 批准 に 向け て 国内 法 の 整備 を 進め 、 平成 23 年 8 
(手話 を 含む ) 
その 他 の 意思 疎通 の た め の 手 段 に つい て の 選択 の 機会 が 確保 され る 」 と 定め られ た 。 また 、 
















































































月 に 成立 し た 「 履 正 障害 者 基本 法 」 で は 、「 す べ て 障害 者 は 可能 な 限り 言語 















































同 法 第 22 条 で は 国 ・ 地 方 公共 団体 に 対 し て 情報 保障 施策 を 義務 付け て お り 、 手 話 が 音 






































ーー 
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語 と 対等 な 言語 で ある こと を 広く 国民 に 広め 、 聞 こえ な い 子 ども な ど が 手話 を 身 に つけ 、 

































































環境 整備 に 向け た 法 整 備 を 国 と し て 実現 する こと が 必要 で ある と 考え る 。 
以上 の こと か ら 、 次 の 事項 を 実施 する よう 強く 求め る 。 



































記 
































話 を 身 に つけ 、 手 話 で 学べ 、 自 由 に 手話 が 使え 、 さ ら に は 手話 を 言語 と し て 
る こと の で きる 環境 整備 を 目的 と し た 「 手 話 言語 法 」 を 制定 する こと 。 















































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 





手話 で 学べ 、 目 由 に 手話 が 使え 、 さ ら に は 手話 を 言語 と し て 普及 、 研 究 す る こと の で きる 


手話 が 音声 言語 と 対等 な 言語 で ある こと を 広く 国民 に 広め 、 聞 こえ な い 子 ども な ど が 手 














普及 、1 








完 す 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








山 田 町 ee 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣府 特命 担当 大 臣 (防災 ) 
【 件 i EPC 




















東日本 大 震 災 の 発生 か ら 4 年 が た つが 、 岩 手 県 で は 2 万 人 以上 も の 被災 者 が 今 な お 、 応 
急 仮設 住宅 に 暮らし て いる 。 1 日 で も 早く 、 安 心 で きる 住ま いや 生活 空間 を 得 て 、 こ の 地 
域 で 暮らす こと が 、 被 災 者 の 最大 の 願い で ある 。 
住宅 の 再建 は 、 一 人 ひと り の 被災 者 の 生活 再建 の か な めで ある と と も に 、 地 域 全体 の 復 
興 を 左右 する 重要 な 課題 で ある 。 住 宅 再建 へ の 支援 は 、 地 域 へ の 定住 を 促し 、 人 口 流出 を 
防ぎ 、 地 域 の 活力 や コミ ュ ニ ティ を 保つ た め に 不可 欠 な 公共 性 の ある 施策 だ 。 宅 地 整 備 や 
災害 復興 住宅 建築 も 進み 、 や っ と 仮設 住宅 か ら の 移転 が 本 格 的 に 始ま る これ か ら の 施策 の 
充実 が 特に も 重要 で ある 。 
被災 者 生活 再建 支援 法 は 、 2 度 の 改正 を 経て 全壊 家屋 の 再建 に 最大 300 万 円 が 支給 され る 
が 、 東 日 本 大 震 災 の 被災 地 で は 、 現 行 制度 だ け で は 不 十 分 で あり 、 住 宅 再建 や 住宅 確保 が 
進ん で いな い 。 加 えて 、 高 齢 者 や 生活 困 徐 者 な ど 自 宅 再建 が 難し い 人 も お り 、 東 日 本 大 震 
災 の 実情 に 合わ せ た 支 援 策 が 必要 と 考え られ る 。 

以上 の こと か ら 、 次 の 事項 を 実施 する よう 強く 求め る 。 









































































































































































































































































































































記 




















1 被災 者 生活 再建 支援 金 の 最高 額 を 、500 万 円 に 引き 上 げ る こと 。 
2 被災 者 生活 再建 支援 法 に 基づく 支援 金 の 支給 に つい て 、 半 壊 を 対象 に 含め る な ど 支 
給 対象 を 拡大 する と と も に 、 局 地 的 な 災害 に も 対応 で きる よう 支給 要件 を 緩和 する こ 





















































3 当該 支援 金 の 支給 の 拡 売 に あたっ て は 、 国 の 負担 割合 を 引き 上 げ る こと 。 
4 住宅 再建 の 難し い 被 災 者 に 対し て 、 災 害 公 営 住宅 へ の 入居 に 係る 負担 軽減 等 を 含め 
た 総合 的 な 居住 確保 の た め の 支 援 策 を 実情 に あわ せ て 拡充 させ る こと 。 





















































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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【 議 決 年 月 日 】 


出 先 】 


名 】 被 災 者 生活 再建 支援 制度 の 拡充 を 求め る 意見 書 

















東日本 大 震 災 : 






































RE 


衆 議 完 議 長 


完 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 


= 華 三 
長 、 参議 LE 


A RR "担当 大 臣 (防災 )、 


復興 大 臣 
































津波 か ら 4 年 が 経過 し よう と し て い 


















































然 災 害 に 














以上 、 地 方 E 















































被災 者 生活 再建 支援 金 
被災 者 生活 再建 支援 金 
と も に 、 局 】 
被災 者 生活 再建 支援 金 
自宅 再建 の 難し い 被 炎 者 に 対し て 、 災 害 公 
住 確保 の た め の 総 合 的 な 支援 策 を 実情 に 合わ せ て 拡充 する こと 。 














































































































こよ る 被災 へ の 支援 の 充実 を 























治 法 第 99 条 の 規定 











図る た め 、 次 の 措 


記 




















































































































の 最高 額 を 500 万 円 に 引き 上 げ る こと 。 
の 支給 に つい て 、 半 壊 を 対象 に 含め る な ど 支 給 対象 を 拡大 する 
耶 的 な 災害 に も 対応 で きる よう 支給 要件 を 緩和 する こと 。 
の 支給 の 拡充 に 当たっ て は 、 国 











ts 本 格 的 な 復興 に 向け た 




















基盤 つづ くり が 進ん だ 一 方 、 甚 大 な 被害 の 爪痕 は 深く 、 に 多く の 被災 者 が 仮設 住宅 で 
自由 な 暮らし を 余儀 な くさ れ て いる 状況 に あり ま 
宅 を 再建 し 、 住 み 慣れ た 地域 で 生活 する こ と が 披 炎 者 の 最大 の 腹 い で あり 、 ここ と 
、 地 域 へ の 定住 を 促し 、 人 口 流出 を 防ぎ 、 地 域 の 活力 や 地域 コミ ュ ニ ティ ー の 維持 の た 
め に も 重要 な 意味 を 持つ も の で あり ます 。 
被災 者 生活 再建 支援 法 で は 、 全壊 家屋 の 再建 に 最大 300 万 円 が 支給 さん ます が 、 東 日 本 大 
岩 災 津波 の 被災 地 で は 、 現 行 制度 だ け で は 不 十 分 な 状況 で す 。 自 宅 再 建 が 難し い 高 齢 者 や 
活 困 筐 者 な ど 被 災 者 個々 の 実情 に 合わ せ た 支 援 策 が 必要 で ある と と も に 、 全 国 各地 で 上 疾 
発し て いる 局 地 的 な 自然 炎 害 に よる 被災 者 に 対し て も 、 等 し く 救 助 の 手 を 差し 伸 べ られ る 
よう な 施策 に する こと が 必要 で す 。 
よっ て 、 国 に お いて は 、 東 日 本 大 震 災 津波 に よる 被災 者 の 生活 再建 の 推進 や 局 地 的 な 自 





を 講ず る よう 強く 要望 し ます 。 


の 負担 割合 を 引き 上 げ る こと 。 
営 住宅 へ の 入居 に 係る 負担 軽減 等 を 含め た 
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【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 文 部 科学 省 、 厚 生 労働 大 臣 、 
nta 

【 件 名 】 手話 言語 法 の 早期 制定 を 求め る 意見 書 











手話 と は 、 言 葉 を 音声 で は な く 、 手 や 指 、 体 な どの 動き や 顔 の 表情 に より 表現 する 独 上 

の 語 菓 や 文法 体系 を 持つ 視覚 言語 で す 。 手話 を 使う ろう 者 に と っ て 、 聞 こえ る 人 た ちの 音 

声 言 語 と 同様 に 、 情 報 獲 得 と コミ ュ ニ ケー ショ ン の 大 切な 手段 で す 。 

F 成 18 年 12 月 の 国連 総会 で 採択 され た 障害 者 権利 条約 に は 、「 手 話 は 言語 」 で ある こと 

une 

政府 は 、 障害 者 権利 条約 の 批准 に 向け て 国内 法 の 整備 を 進め 、 平成 23 年 8 月 に 成立 し た 

に て 障害 者 は 、 可 能 な 限り 、 言 語 (手話 を 含む 。) その 他 の 意思 

疎通 の た め の 手 段 に つい て の 選択 の 機会 が 確保 され る 」 と 定め られ まし た 。 

また 、 同 法 第 22 条 で は 、 国 及 び 地 方 公共 団体 に 対 し て 情報 の 利用 に お ける バリ アフ リー 

化 施策 を 義務 付け て いる こと か ら 、 ろ う 者 が 自由 に 手話 を 使え る 環境 整備 を 国 と し て 実現 

する 必要 が あり ます 。 
よっ て 、 国 に お いて は 、 下 記事 項 を 実現 する よう 強く 求め ます 。 
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記 
手話 が 音声 言語 と 対等 な 言語 で ある こと を 広く 国民 に 広め 、 ろ う 者 が 社会 で 暮らし 生き 
て いく た め に 必要 な 情報 の 提供 や コミ ュ ニ ケー ショ ン を 保障 し 、 自 由 に 手話 が 使え る 社会 
環境 整備 を 目的 と し た 「 手 話 言語 法 (仮称 )」 を 早期 に 制定 する こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 
ed 

【 件 名 】 手話 言語 法制 定 を 求め る 意見 書 























手話 と は 、 言 語 を 音声 で は な く 、 手 や 指 、 体 な どの 動き や 顔 の 表情 に より 表現 する 独 上 
の 語 緊 や 文法 体系 を も つ 言 語 で ある 。「 音 声 が 聞こ えな い 」、「 音 声 で 話す こと が で き な い 」 
ろう 者 に と っ て 手話 は 、 聞 こえ る 人 た ちの 音声 言語 と 同様 に 大 切な 情報 獲得 と コミ ュ ニ ケ 
ーション の 手段 と な る 言語 で ある 。 
平成 18 年 12 月 に 国連 総会 に お いて 障害 者 権利 条約 が 採択 され 、 手 話 が 言語 と し て 国際 
的 に 認知 され た 。 

政府 は 障害 者 権利 条約 の 批 誰 に 向け て 国内 法 の 整備 を 進め 、 平 成 23 年 8 月 に 成立 し た 「 故 
正 障害 者 基本 法 」 で 、「 全 て 障害 者 は 、 可 能 な 限り 、 言 語 (手話 を 含む 。) その 他意 思 疎 通 
の た め の 手 段 に つい て の 選択 の 機会 が 確保 され る 」 と 定め 、 手 話 は 言語 に 含ま れる こと を 
明記 し た 。 

さら に 、 同 法 第 22 条 で は 国 及 び 地 方 公共 団体 に 対 し て 情報 の 利用 に お ける バリ アフ リー 
化 施策 を 義務 付け て いる こと か ら 、 手 話 が 音声 言語 と 対等 な 言語 で ある こと を 示し 、 日 常 
生活 、 職 場 、 教 育 の 場 で 手話 を 使っ た 情報 の 提供 や コミ ュ ニ ケー ショ ン が 保障 され 、 ろ 2 う 
者 が 社会 に 自由 に 参加 で きる 環境 整備 を 国 と し て 実現 する 必要 が ある 。 


よっ て 、 国 に お いて は 、 上 記 の 内 容 を 盛り 込ん だ 「 手 話 言 語法 」 を 早期 に 沸 
強く 要望 する 。 




















































































































































































































































































































定 する よう 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に よる 意見 書 を 提出 する 。 
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【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 


WP 国土 交通 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 
内 閣府 特命 担当 大 臣 (防災 担当 )、 復 興 大 臣 


【 件 名 】 被 災 者 生活 再建 支援 制度 の 拡充 を 求め る 意見 書 
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東日本 大 震 災 津波 か ら 4 年 が 経過 し た が 、 こ の 間 、 本 格 的 な 復興 に 向け た 基盤 づく り が 


ん だ 一 方 、 甚 大 な 被害 の 爪痕 は 深く 、 い まだ に 0 
設 住 宅 で の 不 自由 な 暮らし を 余儀 な くさ れ て いる 状況 に 





















































住宅 を 再建 し 住み 慣れ た 地域 で 生活 する こ 1 
と は 、 地 域 へ の 定住 を 促し 人 口 流出 を 防ぎ 、 地 域 の 活力 や 地域 コミ ュ ニ ティ 
た め に も 重要 な 意味 を 持つ も の で ある 。 
被災 者 生活 再建 支援 法 で は 、 全 壊 家 屋 の 再建 に 最大 300 万 円 が 支給 され る が 、 





















































































































































も に 、 こ 
ー の 維持 





東日本 大 








震 炎 津波 の 被災 地 で は 、 現 行 制度 だ け で は 不 十 分 で あり 、 住 宅 再建 や 住宅 確保 が 進ん で い 
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いた め 、 自 宅 再 建 が 難し い 高齢 者 や 生活 困 役 者 な ど 被 炎 者 個々 の 実情 に 合わ せ た 支 援 策 






































が 必要 で ある と と も に 、 全 国 各地 で 顔 発し て いる 局 地 的 な 自然 炎 害 に よる 被災 者 に 対し て 


も 、 























等 し く 救 助 の 手 を 差し 伸 べ られ る よう な 施策 に する こと が 必要 で ある 。 



























































よっ て 、 国 に お いて は 、 東 日 本 大 震 災 津 渡 に よる 被災 者 の 生活 再建 の 推進 や 局 地 的 な E 





























然 災害 に よる 被災 へ の 充実 を 図る た め 次 の 措置 を 講ず る よう 強く 要望 する 。 


1 
2 


3 
4 
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被災 者 生活 再建 支援 金 の 最高 額 を 500 万 円 に 引き 上 げ る こと 。 























と と も に 、 局 地 的 な 災害 に も 対応 で きる よう 支給 要件 を 緩和 する こと 。 
被災 者 生活 再建 支援 金 の 支給 の 拡 夫 に 当たっ て は 、 国 の 負担 割合 を 引き 上 
自宅 再建 の 難し い 被 災 者 に 対し て 、 災 害 公営 住宅 へ の 入居 に 係る 負担 軽減 等 
居住 確保 の た め の 総 合 的 な 支援 策 を 実情 に 合わ せ て 拡充 する こと 。 












































































































































上 記 の と お り 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 








被災 者 生活 再建 支援 金 の 支給 に つい て 、 半 壊 を 対象 に 含め る な ど 支 給 対象 を 拡大 する 


げ る こと 。 





= を 含め た 
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進ん だ 一 方 、 








は 担当 大 臣 (防災 ) 、 
復興 大 臣 


【 件 名 】 被 災 者 生活 再建 支援 制度 の 拡充 を 求め る 意見 書 





向け た 基盤 づく り が 
主 宅 や みな し 仮 








東日本 大 震 災 津 波 か ら 4 年 が 経過 し た が 、 こ の 間 、 本 格 的 な 復興 に 
甚大 な 被害 の 爪痕 は 深く 、 い まだ に 時 
な 暮らし を 余儀 な くさ れ て いる 状況 に 

人 ミ 
地域 の 族 力 や 地域 コミ ュ ニ ティ ー の 維持 















































説 住宅 で の 不 E 
住宅 を 再建 し 住み 慣れ た 地域 で 生活 する こと が 
の こと は 、 地 域 へ の 定住 を 促し 人 口 流出 を 防ぎ 、 
の た め に も 重要 な 意味 を 持つ も の で ある 。 
被災 者 生活 再建 支援 法 で は 、 全 壊 家 屋 の 再建 に 最大 300 万 円 が 支給 され る が 、 東 日 本 大 
震 災 津波 の 被災 地 で は 、 現 行 制 度 だ け で は 不 十分 で あり 、 住 宅 再 建 や 住宅 確保 が 進ん で い 
な いた め 、 上 自宅 再 建 が 難し い 高 齢 者 や 生活 困 鑑 者 な ど 被 災 者 個々 の 実情 に 合わ せ た 支 援 策 
が 必要 で ある と と も に 、 全 国 各 地 で 顔 発し て いる 局 地 的 な 自然 災害 に よる 被災 者 に 対し て 
も 、 等 し く 救 助 の 手 を 差し 伸 べ られ る よう な 施策 に する こと が 必要 で ある 。 
よっ て 、 国 に お いて は 、 東 日 本 大 震 災 津波 に よる 被災 者 の 生活 再建 の 推進 や 局 地 的 な 上 
然 災害 に よる 被災 へ の 支援 の 充実 を 図る た め 次 の 措置 を 講ず る よう 強く 要望 する 。 
1 被災 者 生活 再建 文 援 金 の 最高 額 を 500 万 円 に 引き 上 げ る こと 。 
2 被災 者 生活 再建 支援 金 の 支給 に つい て 、 半 壊 を 対象 に 含め る な ど 支 給 対象 を 拡大 する 
と と も に 、 局 地 的 な 災害 に も 対応 で きる よう 支給 要件 を 緩和 する こと 。 
3 被災 者 生活 再建 支援 金 の 支給 の 拡充 に 当たっ て は 、 国 の 負担 割合 を 引き 上 げ る こと 。 
4 自宅 再建 の 難し い 被 災 者 に 対し て 、 災害 公営 住宅 へ の 入選 に 係る 負担 軽減 等 を 含め た 
居住 確保 の た め の 総 合 的 な 支援 策 を 実情 に 合わ せ て 拡充 する こと 。 
































































































































































































































































































































































































































































































































を 提出 する 。 


こよ り 意 見 書 


ーー 


上 記 の と お り 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 3 月 19 日 


【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 衆 議院 議長 、 


厚生 労働 大 臣 


【 件 名 】 手話 言語 法制 定 を 求め る 意見 書 






































手話 は 、 日 本 語 を 音声 で は な く 手 や 指 、 体 な どの 動き や 顔 の 表情 を 使う 独自 

















参議 院 議長 、 文 部 科学 大 臣 、 


























の 語 緊 や 文 


法 体系 を 持つ 言語 で す 。 手 を 使う ろう 者 に と っ て 、 手 話 は 聞こ える 人 た ちの 音声 言語 と 同 








様 に 、 大 切な 恒 
し も 。 これ まで 3 
その 後 、 平 成 18 年 12 月 
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ロ 
< こ 採択 さ れ た 国 
と が 明記 され 、 日 本 で は 、 平 成 23 年 8 月 に 制定 され た 「 障 害 者 基 






























































報 獲得 と 上 コミュニケ ーション の 手段 と し て 大 切 に 守ら れ て きま し た 。 し か 
手話 は 言語 と し て 法律 上 認め られ て いま せん 。 
連 の 障害 者 権利 条約 に 、「 手 話 は 言語 」 で ある こ 
本 法 」 に 「 全 て 障害 者 は 、 


可能 な 限り 、 言 語 (手話 を 含む 。) その 他 の 意思 疎通 の た め の 手 段 に つい て の 選択 の 機会 








が 確保 され る 」 と 明記 され まし た 。 











この 障害 者 基本 法 の 第 22 条 で は 、 















































国 ・ 地 方 公共 団体 に 対し 、 情 報 保障 施策 を 義務 付け て 


いる こと か ら 、 手 語 が 音声 言語 と 対等 な 言語 で ある こと を 広く 国民 に 知ら し しめる こと は も 
と より 、 開 こえ な い 子 ども が 手話 を 身 に 付け 、 手 話 で 学べ 、 








会 が 平等 に 確保 され 、 さ ら に は 手話 を 言語 と し て 普及 、 研 究 3 
向け た 法 整 備 を 国 と し て 実現 する こと が 必要 で ある と 考え ます 。 

































































自由 に 手話 が 使え る た め の 機 





する こと の で きる 環境 整備 に 














よっ て 、 下 記事 項 に つい て 早期 に 実現 する よう 強く 要望 し ます 。 




















り 
で 
下 
弄 
A 
EN 
ん 
III 
is 
RR 
則 














語 と し て 普及 、 研 究 す る こと の で きる 環境 整備 を 






























































目的 と し た 「 手 話 言語 法 (仮称 )」 を 1 





語 と 対等 な 言語 で ある こと を 国民 に 広め 、 聞 こえ な い 子 ども が 手話 を 身 に 
話 ド 等 に 確保 され 、 さ ら に は 手話 を 言 




















以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 いた し ます 。 


則 定 














市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 





野 田 村 








【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 3 月 19 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
厚生 労働 大 臣 、 年 a 内 閣 特命 担当 大 臣 (防災 ) 


復興 大 臣 


【 件 名 】 被 災 者 生活 再建 支援 制度 の 拡充 を 求め る 意見 書 



































東日本 大 震 災 津波 か ら 4 年 が 経過 し まし た が 、 こ の 間 、 本 格 的 な 復興 に 向け た 基盤 づく 


り が 進ん だ 一 方 、 甚 大 な 被害 の 爪痕 は 深く 、 い まだ 多く の 被災 者 が 応急 仮設 住宅 や みな し 











































































































ーー 
Sv ーー 一 


仮設 住宅 で の 不 自由 な 暮らし を 余儀 な くさ れ て いる 状況 に あり ます 。 

住宅 を 再建 し 住み 慣れ た 地域 で 生活 する こと が 被災 者 の 最大 の 願い で ある と と も に 
の こと は 、 地 域 へ の 定住 を 促し 人 日 流出 を 防ぎ 、 地 域 の 活力 や 地域 コミ ュ ニ ティ ー の 維持 
の た め に も 重要 な 意味 を 持ち ます 。 


Eg 





























被災 者 生活 再建 支援 法 で は 、 全壊 家屋 の 再建 に 最大 300 万 円 が 支給 され ます が 、 東 
震 災 津波 の 被災 地 で は 、 現 行 制度 だ け で は 不 十 分 で あり 、 住 宅 再 建 や 住宅 確保 が 進 


















































な 




















いた め 、 自 宅 再建 が 難し い 高 齢 者 や 生活 困 鍛 者 な ど 被 災 者 個々 の 実情 に 合わ せ た 















































が 必要 で ある と と も に 、 全 国 各地 で 頻発 し て いる 局 地 的 な 自然 災害 に よる 被災 者 に 


も 、 


然 災害 に よる 被災 へ の 支援 の 充実 を 図る た め 下記 の 措置 を 講ず る よう 強く 要望 し ま 


1 . 
2 . 


3. 
4. 














等 し く 救 助 の 手 を 差し 伸 べ られ る よう な 施策 に する こと が 必要 で す 。 















































日 本 大 
ん で い 
支援 策 
対し て 














的 な E 














よっ て 、 国 に お いて は 、 東 日 本 大 震 災 津 濾 に よる 被災 者 の 生活 再建 の 推進 や 局 地 












































記 


被災 者 生活 再建 支援 金 の 最高 額 を 500 万 円 に 引き 上 げ る こと 。 

















と と も に 、 局 地 的 な 自然 災害 に も 対応 で きる よう 支給 要件 を 緩和 する こと 。 
役 災 者 生活 再建 支援 金 の 支給 の 拡充 に 当たっ て は 、 国 の 負担 割合 を 引き 上 げ る 


























































































































合わ せ て 拡充 する こと 。 





情 





天 住 確保 の た め の 総 合 的 な 支援 策 を 実 
































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 いた し ます 。 














す 。 


被災 者 生活 再建 支援 金 の 支給 に つい て 、 半 壊 を 対象 に 含め る な ど 支 給 対象 を 拡大 する 


こと 。 


自宅 再建 の 難し い 被 災 者 に 対し て 、 炎 害 公 営 住 宅 へ の 入居 に 係る 負 揚 軽減 等 を 含め た 
主 )ー 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








野 田 村 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 3 月 19 日 

【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 総 務 大 臣 、 
岩手 県 知事 

【 件 名 】 安心 ・ 安 全 の 医療 ・ 介 護 実 現 の た め の 夜 勤 改 善 ・ 大 幅 増員 を 求め る 意見 書 






































東日本 大 震 災 で は 、「 医 療 崩 壊 」「 介 護 崩 壊 」 の 実情 が 改め て 明らか に な り 、 そ の 中 で 
医師 、 看 護 師 、 介 護 職 員 な ど 医 療 ・ 福 祉 労働 者 の 人 手 不足 も 浮き 彫り に な り ま し た 。 
厚生 労働 省 が 2011 年 6 月 17 日 に 出し た 「 看 護 師 等 の 雇用 の 質 の 向上 の た め の 取 り 組 み に 
つい て の 通知 (5 局長 通知 ) 」 で は 、「 看 護 師 等 の 勤務 環境 の 改善 な くし て 、 持 続 可能 な 
医療 提供 体制 や 医療 安全 の 確保 は 望め な い 。 夜勤 ・ 交 将 制 労働 者 等 の 勤務 環境 改善 は 、 喫 
緊 の 課題 」、 と し て いま す 。 安全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 の た め に も 、 看 護 師 な ど 夜 勤 ・ 交 将 制 
労働 者 の 増員 と 、 労 働 環境 の 改善 の た め に 、 法 規制 が 必要 で す 。 

岩 災 か ら の 復興 、 地域 医療 再生 の た め に も 、 医療 ・ 社 会 保障 予算 を 先進 国 並 み に 増 や し 、 
穫 民 の 負担 を 減ら すこ と が 求め られ て いま す 。 

医師 ・ 看 護 師 ・ 介 護 職 員 等 の 増員 を 実現 し 、 安 全 で ゆき と どい た 医療 ・ 看 護 ・ 介 護 の 拡 
充 を 図る た め の 対 策 を 講じ られ る よう 、 下 記 の 事項 に つい て 国 に 要望 し ます 。 







































































































































































































































































































































































記 











1. 看護 師 な ど 夜 勤 交替 制 労 働 者 の 労働 時 間 を 、1 日 8 時 間 、 週 32 時 間 、 勤 務 間 隔 12 時 間 
以上 と し 、 労 働 環 境 を 改善 する こと 。 

2. 医師 ・ 看 護 師 ・ 介 護 職 員 等 を 、 大 幅 に 増やす こと 。 

3. 国民 (患者 ・ 利 用 者 ) の 自己 負担 を 減ら し 、 安 全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 を 実現 する こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 いた し ます 。 
































市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 





野 田 村 








【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 3 月 19 日 


【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議 
【 件 名 】「 農 業 ・ 農 協 改 革 」 に 関す る 意見 書 


政府 は 、2014 年 6 月 
造 プ ラン 」 を 改訂 し 、 農 業 所 得 の 増大 や 農業 の 成 
E 進 を 提起 





造 
関す る 改革 の 指 
いま 提起 され て いる 「 農 業 改革 」 は 、 
入 の 促進 、 農 業 生 衣 
そし て 、 い の ちの 朱 


























「 規 制 改革 会 議 盆 




















」 を 受け 、 






























































農業 委員 の 公選 1 


興 に 対す る 農業 者 の 意見 表 B 


















































また 、 農 協 の あり 方 に 政治 が 介入 する こと は 、 
いる よう に 、 協 同 組合 原則 を 否定 する も の で あり 3 
政府 が 進め よう と し て いる 農協 
協 か ら 信 用 事業 を 奪う こと は 、 総 合 
『 業 の 役割 を 否定 する も の で 、 地 域 と 雇用 の 


























F 央 会 の 新た な 
ほ 業 を 通し て 地域 の イ 














えて いる 農協 















































国連 は 、2014 年 を 「 必 
続 可 能 な 農業 の あり 方 と し て 、 家 族 農業 経営 の 
供給 や 環境 保全 、 人 の 住め る 地域 を 守る た め に も 、 家 族 農 業 経営 を 守り 育て 、 そ れ を 支え 

















長 産業 化 の た め に 農 










































































普及 を 呼び か け 3 





「 農 林 水 産業 ・ 地 域 の 活力 創 











農業 生産 法人 に よる 農地 の 集積 ・ 








集約 化 、 新 規 参 








E の 緩和 等 を し よう と いう も の で す 。 

RA で ある 食糧 生産 を 担う 農業 が 縮小 し 、 食 の 安全 ・ 
持つ 多面 的 機能 を 失い 、 地 域 を 支え る 生業 や 雇用 を 奪う こと に な り ま す 。 
前 を 廃止 し 、 地 域 農 業 振興 の 建議 機能 
月 の 場 を 奪う こと に な り 3 





E す 。 
ICA (国際 協同 組合 同盟 
E す 。 
上 織 へ の 改編 、 連 合 会 の 株 式 会 視 
ン フ ラ を 提供 し 、 地 域 経済 を 支 
崩壊 を も た らし ます 。 


E」 と し 、 食 糧 危 機 の 解決 と 食糧 主権 確立 の た め の 持 















































奪う こと は 、 農 地 稚 

















る 農協 や 農業 委員 会 の 機能 を 強化 する こと こそ 必要 で す 。 























以上 の 趣旨 か ら 、 下 記事 項 に つい て 強く 要請 し ます 。 





1. 食料 自給 率 の 向上 を 目指 すこ と 。 

性 を 守り 、 農 協 の 株 式 会 
まで 押し 付け な いこ と 。 
3. 「 農 協 改 革 」 は 、 地 域 経済 や イン フラ を 破壊 し 、 農協 労働 者 は じ め ] 
の で あり 、 中 
4. 農業 委員 の 公選 制 を 維持 し 、 農 業 
5. 所 有 方 式 に よる 企業 の 農業 参入 な ど 、 農 地 1 





2. 協同 組合 の 自 
等 を 含め 、 強 邊 








以上 、 地 方 E 




































































治 法 第 99 条 の 規 


























E 化 等 へ の 組織 改編 、 独 


充実 する こと 
骨 度 の 改定 は 見 直す こと 。 


員 会 の 機能 
































こ 基 づき 意見 書 を 提出 いた し ます 。 


E に 





まし た 。 安全 な 1 


























占 禁 止 3 






































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
九戸 村 ON 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 
【 件 名 】 人 を 求め る 意見 書 
手話 と は 、 日 本 語 を 音声 で は な く 手 や 指 、 体 な どの 動き や 顔 の 表情 を 使う 独自 の 語 臣 (ご 





















































い ) や 文法 体系 を も つ 言 語 で ある 。 手 話 を 使う ろう 者 に と っ て 、 聞 



































た 長い 歴史 が あっ た 。 

2006 年 (平成 18) 年 12 月 に 採択 され た 国連 の 障がい 者 権利 条 
る こと が 明記 され て いる 。 
障がい 者 権利 条約 の 批准 に 向け て 日 本 政府 は 国 
に 成立 し た 「 改 正 障がい 者 基本 法 」 で は 「 全 て 障がい 者 は 、 可能 な 限り 、 
その 他 の 意思 疎通 の た め の 手 段 に つい て の 選択 の 機会 が 確保 され る 」 
また 、 同 法 第 22 条 で は 国 ・ 地 方 公共 団体 に 
が 音声 FE 言語 と 対等 
け 、 手 話 で 学べ 、 自 由 に 手話 が 使え 、 更 に は 手話 を 言語 と し て 普及 、6 
る 環境 整備 に 向け た 法 整 備 を 国 と し て 実現 する こと が 必要 で ある と 考え る 。 
よっ て 、 政 府 と 国会 が 下記 事項 を 講ず る よう 求め る も の で ある 。 


約 に は 、「 手 話 










































































言語 ( ヨ 























と 定め 



















































































































































































記 








こえ る 人 た ちの 音声 言 





語 と 同様 に 、 大 切な 情報 獲得 と コミ ュ ニ ケー ショ ン の 手段 と し て 大 切 に 守ら れ て きた 。 
し か し な が ら 、 ろ う 学 校 で は 手話 は 禁止 され 、 社 会 で は 手話 を 使う 2 こと で 差別 され て き 


は 言語 」 で あ 


内 法 の 整備 を 進め 、2011 (平成 23) 年 8 月 
手話 を 含む 。 ) 


られ た 。 


こ 対 し て 情報 保障 施策 を 義務 づけ て お り 、 手 話 
な 言語 で ある こと を 広く 国民 に 広め 、 聞 こえ な い 子 ども が 手話 を 身 に つ 
究 す る こと の で き 



























































手話 が 使え 、 更 に は 手話 を 言語 と し て 普及 、 
言語 法 (仮称 )」 を 制定 する こと 。 



































的 と し た [8 






































以上 、 地 方 E 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 いた し ます 。 


治 法 第 

















な 言語 で ある こと を 広く 国民 に 広め 、 聞 こえ な い 子 ども が 手話 を 
に 





完 す る こと 











市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








洋 野 町 





【 議 決 年 月 日 】 
【 提 


【 件 


り 


し 仮設 
住宅 を 
の こと は 


平成 
出 先 】 衆 議 


本 


完 議 長 = 開 
長 、 参議 院 宛 識 


議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 


時 国土 交通 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 内 閣 官房 長官 、 


内 閣府 特命 


担当 大 臣 (防災 )、 


復興 大 臣 


名 】 被 災 者 生活 再建 支援 制度 の 拡充 を 求め る 意見 書 














が 進 





の た め 


被災 者 生活 


東 





日 本 大 震 災 津波 か ら 4 年 が 経過 し まし た が 、 
供 ん だ 一 方 、 甚 大 な 被害 の 爪痕 は 深く 、 





主 宅 で の 不 自 


} 建 し 人 
、 地域 へ の 


















































いま だ 【 





この 間 、 本 格 的 な 復興 に 
こ 多 く の 被 炎 者 が 応急 仮設 


向け 





由 な 暮らし を 余儀 な くさ れ て いる 状況 に あり ます 。 





E み 慣れ た 地域 で 生活 する こと が 被災 
定住 を 促し 人 口 流出 を 防ぎ 、 地 域 の 活力 や 地域 コミ ュ ニ ティ ー の 維持 














に も 重要 な 意味 を 持つ も の で あり ます 。 
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震 災 : 災 津 濾 の 被災 地 で は 








な いた め 

















が 必要 で ある と と も ( 
等 し く 救 助 の 手 を 差し 伸 べ られ る よう な 施策 に する こと が 必要 で あり ます 。 
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ヨ 宅 ] 
住 確保 の た め の 











H 建 文 援 法 で は 


、 自 宅 再 建 が 難し い 


に お いて は 、 東 日 
こよ る 被災 へ の 支援 の 充実 を 図る た め 、 次 の 措 
被災 者 生活 再建 支援 金 の 最高 額 を 500 万 円 に 引き 上 げ る こと 。 
被災 者 生活 再建 支援 金 の 支給 に つい て 、 半 壊 を 対象 に 含め る な ど 支 給 対 象 を 拡大 する 
了 的 な 災害 に 
被災 者 生活 再建 支援 金 の 支給 の 拡充 に 当たっ て ! 
H 建 の 難し い 和 被災 者 に 対し て 、 





























全壊 家屋 の 再建 に 
、 現 行 制度 だ け で は 不 十分 で あ 
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最大 の 願い で ある と と も に 


最大 300 万 円 が 支給 され ます が 、 
り 、 住 宅 再建 や 住 





E 宅 確保 
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主 宅 や みな 
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東日本 大 
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的 な 








に よる 被災 








災害 【 





に 、 全 国 各 地 で 頻発 し て いる 



































本 大 震 災 て くく 津 














も 対応 で きる よう 支給 要 

















災害 公営 住宅 
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情 ( 


総合 的 な 支援 策 を 実 























治 法 第 99 条 の 規定 に 





波 に よる 被災 者 の 生活 
を 講ず る よう 強く 要望 し 3 

















中. 











F 建 の 推進 や 

















件 を 緩和 する こと 。 
よ 、 国 の 負担 割合 を 引き 上 げ る こと 。 



































へ の 人 





より 意見 書 を 提 





し ます 。 











高齢 者 や 生活 困 徐 者 な ど 被 災 者 個々 の 実情 に 合わ せ た 支 援 策 





者 に 対し て 








局 地 的 な 
ます 。 





叶 に 係る 負担 軽減 等 を 含め た 
合わ せ て 拡充 する こと 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 27 
【 提 


出 先 】 岩手 県 知事 、 内 閣 総理 大 臣 、 


年 3 月 13 日 


文部 科学 大 臣 


【 件 名 】 安全 ・ 


東日本 大 震 災 で [ 
ge 
厚生 労働 省 が 平成 23 
り 組 み に つ いて の 通知 」 
体制 や 
























































は 望め な い 。 夜勤 ・ 
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矢 款 ・ 




















総務 大 臣 、 


療 崩 壊 」「 介 護 崩 壊 」 の 実 
員 な ど 








財務 大 臣 、 


表 が 改め て 明らか ( 
儲 労 働 者 の 人 手 不足 も 浮き 彫り 


厚生 労働 大 臣 、 


安心 の 医療 ・ 介 護 実現 の た め の 夜 勤 改善 ・ 大 幅 増 員 を 求め る 意見 書 
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こ な り 、 そ の 中 で 
に な り ま し た 。 


























年 6 月 17 日 に 発 


し た 「 看 護 


師 等 の 『 














の 質 』 の 向上 の た め の ] 





























で は 、「 看 護 









































と し て い 


安全 ・ 安 心 の 
改善 の た め に 、 











療 ・ 介 』 
法規 制 カ 
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岩 災 か ら の 復興 、 地 域 医 ! 
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等 の 夜勤 末 境 の 改善 な く 
交替 制 労 











者 等 の 勤 # 




















ま の た め に 、 看 護 師 な ど 
必要 で す 。 
医療 再生 の た め に 














も 、 

















減ら すこ と が 求め られ て 
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・ 交 奉 制 労働 者 の 増員 と 、 う 











し て 、 持 続 可 能 な 医療 提 
孝 環 境 改善 は 、 
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1 看護 師 な ど 夜 勤 
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し ン ヽ 


る た め の 対 策 を 講 


交替 
労働 環境 を 改善 する こと 。 








じ ら れ る よう 、 下 記 の 











制 労働 者 の 労働 時 間 を 、 


























医師 ・ 看 護 師 ・ 








護 職 員 等 を 、 大 幅 に 




















国民 の 負 1 

















年 な 


治 法 第 











以上 、 地 方 E 
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安全 ・ 安 心 の 








9 条 の 規定 に より 意見 書 








1 





肖 員 を 実現 し 、 安 全 で ゆき と どい た 





日 8 時 間 、 週 32 時 間 、 























会 保障 予算 を 】 





肖 や し 、 国 








民 の 負担 

















医療 ・ 看 護 ・ 介 護 の 拡 


事項 に つい て 要望 し ます 。 


勤務 間隔 12 時 













































































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
ー 戸 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 3 月 18 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議 
【 件 名 】「 手 話 言語 法 」 制 定 を 求め る 意見 書 
手話 と は 、 日 本 語 を 音声 で は な く 手 や 指 、 体 な どの 動き や 顔 の 表情 を 使う 独自 の 語 臣 や 
NN™ 








、 大 切な 情報 獲得 





































































































と コミ ュ ニ ケー ショ ン の 手段 と し て 大 切 に 守ら れ て きま し た 。 














し か し な が ら 、 ろ う 学 校 で は 手話 は 禁止 され 、 社 会 で は 手話 を 使う こと で 差別 され て き 
た 長い 歴史 が あり まし た 。 

平成 18 年 12 月 に 採択 され た 国連 の 障害 者 権利 条約 に は 、 「 手 話 は 言語 」 で や る こと が 明 
記さ れ て いま す 。 

障害 者 権利 条約 の 批 誰 に 向け て 日 本 政府 は 国内 法 の 整備 を 進め 、 平 成 23 年 8 月 に 成立 し 
i Ngee て の 障害 者 は 、 可 能 な 限り 、 言 語 (手話 を 含む 。) その 他 
の 意思 疎通 の た め の 手 段 に つい て の 選択 の 機会 が 確保 され る 」 と 定め られ まし た 。 
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HH 


ye A A ON 
言語 で ある こと を 広く 葉 
『 で 学べ 、 自由 に 手話 が 使え 、 さ ら に は 手話 を 言語 












































きる 環境 整備 に 向 








けた 法 整 備 を 葉 




















こう し た 観点 か ら 、 以 下 の ョ 








手話 が 音声 言語 と 対等 な 
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戸 本 
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こ 対 し て 情報 保障 施策 を 義務 づけ て お り 、= 
民 に 広め 、 聞 こえ な い 子 ども が 手 





話 を 身 に つ 




















ほ 項 を 実現 する よう 強く 要望 し 
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身 に つけ 、 








手話 で 学べ 、 自 由 に 手話 が 使え 





え 、 さ ら に は 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 














的 と し た 「 手 語 


仮称 )」 を 制 
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で と 























規定 に 基づき 、 意 見 書 を 提 


上 し 
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Qc 
7T 
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及 、 4 


Zz 
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究 す る こと の で 


と し て 実現 する こ ーー と が 必要 で ある と 考え ます 。 


で ある こと を 広く 国民 に 広め 、 聞 こえ な い 子 ども が 手話 を 
手話 を 言語 と し て 1 
| 定 す る こと 。 





及 、 研 究 す る こ 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 3 月 18 日 

【 提 出 先 】 岩手 県 知事 、 岩 手 県 副 知事 、 岩 手 県 総務 部 長 、 岩 手 県 教育 委員 会 教育 長 

【 件 名 】 県 北 地域 中 学生 の 多様 な 進路 希望 を か な える た め に 、 県 立 一 戸高 等 学校 総 
学科 の 充実 を 求め る 意見 書 























高等 学校 教育 の あり 方 検討 委員 会 の 報告 を 受け て 、 岩 手 県 教育 委員 会 は 「 今 後 の 高 
学校 教 育 の 基本 的 方 向 ( 攻 訂 案 )」 を ボ し 、 平 成 27 年 度 に は 概ね 10 年 後 を 見 握 え た 第 2 
高等 学校 整備 計画 策定 を 進め る と し て いま す 。 

今後 の 高等 学校 教育 の 基本 的 方 向 (改訂 案 ) で は 、 少 子 化 の 進行 に より 二戸 地区 の 中 学 
校 卒業 予定 者 が 平成 33 年 に は 400 人 程度 に な る と 予想 し て お り ま す 。 これ は 進学 率 や 地域 
間 交 流 な ど を 考慮 し 、 高校 標準 法 で 定め る 1 学級 定員 40 名 で 計算 する と 9 学級 、2 校 程度 
で 充足 され る こと に な り ま す 。 これ で は 、 中 学生 の 進路 選択 が 制限 され る ば か りか 、 自 宅 
か ら の 高等 学校 通学 に も 支障 を きた し か ね ませ ん 。 
中 学卒 業 予 定 者 が 減少 する 中 で 、 et 戸 地 区 に お いて 、 生 徒 
の 多様 な 進路 希望 を か な える た め に は 、 多 様 な 系 列 講座 を 開設 で きる 総合 学科 を 今 以 上 に 
1 戸高 等 学校 は 平成 17 年 に 総合 学科 高校 へ 改編 の 
後 、 平成 21 年 に 地域 内 の 学級 数 の 調整 を 行う 形 で 、4 学級 か ら 3 学級 へ と 定数 削減 され ま 
し た 。 そ の 中 で で きる 限り 開設 講座 を 削減 し な いよ う 対 応 し 、 生 徒 の 多様 性 に 対応 する よ 
う 努力 を 続け て きま し た 。 今後 さら に 地域 内 の 生徒 数 の 減少 が 見 込ま れる 中 で 、 各 学校 や 
市 町 村 が 生徒 の 春 い 合い を し て いた の で は 、 本 来 か な える べき 普通 科 以 外 へ の 多様 な 進路 
実現 お が で き な く な る も の と 危 恨 し て いま す 。 

一 戸高 等 学校 は 、 一 戸町 の みな ら ず 二戸 地域 に 根ざし た 教育 に 積極 的 に 取り 組ん で いま 
す 。 また 一 戸町 は 一 戸高 等 学校 の 特色 ・ 魅 力 ある 学校 づく り の た め に 、 生 徒 の 海外 派遣 や 、 
な ぎ な た 選手 の 大 会 派遣 、「 華 一 (は な いち ) 同好 会 」 へ の 補助 を し て いま す 。 さ ら に 、 卒 
業 生 の 町 内 企業 へ の 就職 文 援 の た め に 、 初 年 度 の 給料 の 一 部 補助 を 実施 する な ど 支 援 協力 
し て いま す 。 

つき まし て は 、 県 北 地域 の 中 学生 の 多様 な 進路 実現 の た め に 、 第 2 次 高等 学校 整備 計画 
策定 に あたり 、 以 下 の と お り 要 望 し ます 。 
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記 
1 県 北 地域 の 中 学生 の 多様 な 進路 実現 の た め に 、 一 戸高 等 学校 総合 学科 を 充実 させ 、 高 
校 標準 法 に よら な い 教 員 加 配 を 行い 、 今 以上 の 教員 及び 生徒 の 定数 削減 を 行わ な いこ 




































































2 路線 バス 等 が 未開 通 の 地区 や 地域 内 で 長 距 離 通学 生徒 に つい て 、 ス クー ル バ ス の 運行 
や 通学 費 補助 、 寄宿 舎 の 開設 な ど を 検討 し 、 通 学 困難 者 を つく ら な いよ 2 対処 する こと 。 
3 青森 県 と の 隣接 協定 に 一 戸高 等 学校 を 加え 、 県 外 か ら の 入学 を 可能 に する こと 。 






















































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 3 月 18 日 


【 件 名 】 農業 改革 の 見 直し を 求め る 意見 書 





【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 農 林 水 産 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議 


「 農 林 水 産業 ・ 地 域 の 活力 食 








政府 は 、2014 年 6 月 24 日 、「 規 制 改革 会 議 答 申 」 を 受け 、 














造 プ ラン 」 を 改訂 。「 和 骨太 方 針 2014」 及 び 「 新 成長 戦略 」 に 





た 。 
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生じ ます 。 
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「 農 業 改 


農業 振興 に 対す る 農業 者 の 意見 表明 の 場 を 減少 させ る こと に な り 、 
要件 緩和 は 、 企 業 の 農地 取得 に 道 を 開く こと に な り 、 集 落 内 の 農地 の 利 


に 
中 





1 | 骨太 方 針 2014」 及 び 「 新 成長 戦略 」 に 位置 付け た 「 農 業 改 
2 農業 改革 に あたっ て は 、 農 業者 や 農業 団体 等 の 意見 や 実情 を 踏 





この 「 農 業 改革 」 に は 、 農 業 委員 会 要員 の 公選 制 廃止 、 農 協 改 革 な ど が 含ま れ て お り 、 
農業 だ け で な く 、 国 民 の 食料 と 地域 の 将来 に 大 き な 影 響 を 及ぼ す も の で あり ます 。 

農業 委員 会 要員 の 公選 制 を 廃止 し 、 地 域 農 業 振興 の 建議 機能 を 奪う こと は 、 農 地 管 理 や 
また 、 





全国 農業 協同 組合 中 央 会 の 新た な 組織 へ の 改編 、 全 国 農業 協同 組合 連合 会 の 株 式 会 社 化 、 





単位 農協 か ら の 信用 ・ 共 済 事 業 の 分 離 は 、 総 合 事業 を 通し て 地域 に イン フラ を 提供 し 、 地 
域 経 済 を 支え て いる 農協 の 役割 を 軽視 する も の で 、 地 域 経済 に 大 き な 影 響 を 与え る 恐れ が 


また 、 い の ちの 源 で ある 食料 生産 を 担う 農業 が 縮小 し 、 食 の 安全 ・ 安 定 供給 や 農業 の 持 
つ 多 面 的 機能 が 失わ れ 、 地 域 を 支え る 生業 や 雇用 を 奪う こと に つなが り ま す 。 

いま 食料 危機 が 心配 され る 中 、 安 全 な 食料 の 安定 供給 、 環 境 保全 、} 
維持 の た め に も 、 家 族 農業 経営 を 軸 と する 担い 手 を 守り 育て 、 そ れ を 支え る 諸 制 度 を 充実 
させ 、 農 協 や 農業 委員 会 の 機能 を 強化 する こと こそ 必要 で す 。 

以上 の 趣旨 か ら 、 下 記 の 事項 に つい て 強く 要望 いた し ます 。 
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」 を 位置 付け まし 








地域 コミ ュ ニ ティ の 





を 見 直す こと 。 
E え た 内 容 と し 、 家 族 



































農業 生産 法人 の 


周 整 に 懸念 が 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 、 意 見 書 を 提出 し 





農業 経営 を 軸 と する 担い 手 を 支援 する 諸 制 度 を 充実 させ 、 農 業 委員 会 及び 農協 の 役割 を 
軽視 せ ず 、 生 産 の 振興 と 食料 自給 率 の 向上 に 資す る も の と する こと 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 3 月 18 日 

【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 防 衛 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 

【 件 名 】 集団 的 自衛 権 に 関す る 閣議 決定 を 撤回 し 、 こ れ に 基づく 法 整 備 を 行わ な い 
こと を 求め る 意見 書 
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政府 は 7 月 1 日 の 臨時 開 議 で 集団 的 自衛 権 の 行使 容認 を 決定 し 、 関 連 法 の 改正 に 向け て 
準備 を 行っ て いま す 。 
型 連 憲 章 は 第 51 条 で 加盟 国 の 「 武 力行 使 」 を 原則 と し て 禁止 する 一 方 、 集 団 安全 保障 、 



















































































個別 的 また は 集団 的 自衛 権 に よる 「 武 力行 使 」 に つい て は 例外 的 に 許容 し て いま す 。 し か 














し 政府 は 、 昭和 4 















































戦後 70 年 を 迎 
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を 標 棒 し て い 


真剣 に 


























7 年 10 月 14 日 に 参議 院 決算 委員 会 に 提出 され た 「 集 団 的 自衛 権 と 憲法 と 
























































の 関係 に 関す る 政府 資料 」 に お いて 、「 わ が 国 憲 法 の 下 で 武力 行使 を 行う こと が 許さ れる の 

還 に 対す る 急迫 、 不 正 の 侵害 に 対処 する 場合 に 限ら れる の で あっ て 、 し た が っ て 
他国 に 加え られ た 武力 攻撃 を 阻止 する こと を その 内 容 と する いわ ゆる 集団 的 自衛 権 の 行使 
は 、 憲 法 上 許さ れ な いと いわ ざる を 得 な い 」 と の 見 解 を ホホ し て きま し た 。 





























え 、 国 際 社 会 や 国際 情 替 の 変化 と と も に 、 自衛 隊 の P KO 参加 な ど 、 わ が 




















入 に 求め られ る 国際 貢献 の あり か た も 変わ っ て き て いま す 。 ま た アル ジェ リア で の 武装 集 
団 に よる 拉致 殺害 事件 な ど 、 世 界 で 活躍 を する 邦人 が 危険 に さら され る こと も 増え て き て 
いま す 。 それ ら へ の 対応 が 必要 で ある こと に は 一 定 の 理解 を 示す も の で す 。 し か し な が ら 、 
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訟 で きま せん 。 

















法 は 政府 の 行為 を 拘束 する 最高 法規 」 で あり 、 今 回 の 安易 な 解釈 変更 に よる 対応 は 容 


























軍部 独走 に よる 先 の 戦争 は 、 石油 資源 の 輸送 路 確保 お ど 「 安 全 保 障 の た め の 自 衛 権 行使 」 























E し た 。 憲法 の 解釈 変更 に より 歯止め な く 行 為 が 
が 行わ れる こと を 危 恨 する も の で す 。 わ が 国 に と っ て 本 当 に 集団 的 自衛 権 が 必要 な も の で 
あれ ば 、 憲 法 改 正 の 国民 議論 を 経て 本 来 な され る も の で ある と 考え ます 。 政 府 に は 集団 的 
H 衛 権 の 行使 容認 は 、 国 の あり 方 の 変更 を 伴う 重要 事項 と と ら え 、 小 手先 の 対応 で は な く 






































追認 され 、 こ れ と 同じ こと 
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反り 組む な よう 、 以 下 の と お り 要 望 し ます 。 
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1 集団 的 自衛 











E( に 関す る 閣議 決定 を 撤回 し 、 こ れ に 基づく 法 整 備 を 行わ な いこ と 。 













































































2 集団 的 自衛 権 の 行使 容 論 は 、 わ が 国 の 安全 保障 に か か わる 重要 事項 と と ら え 、 国 民 の 















































意見 を 真 撃 な 態度 で 波 取り 十分 な 議論 を 尽く し た うえ で 決定 する こと 。 





























以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 























